
 1/3 

2021年 10月 5日 

TMI総合法律事務所 

 

TMI特別セミナーのご案内 
 

「元総務省出向弁護士が解説する 

通信関連法の基礎と最新政策動向 

―料金値下げ政策の行方と5G・6Gの未来―」 

 

 配信日時：2021年10月20日（水）10：00～同年10月27日（水）16：00 

  

 視聴時間：全3部制 各約60分×3 

  

 開催方法：オンデマンド配信 

※配信期間内はいつでもご視聴いただけます。 

※視聴用URLは、配信日までに、お申し込み時にご登録いただいたメールアドレス

宛にお送りいたします。 

 

 講 師：TMI総合法律事務所  山郷 琢也 パートナー弁護士 

 

 参 加 費：無料 

 

TMI総合法律事務所では、クライアント様を対象に情報提供の場として、無料にてTMI特別セミナーを

開催しておりますが、今回は「元総務省出向弁護士が解説する通信関連法の基礎と最新政策動向―

料金値下げ政策の行方と5G・6Gの未来―」と題するセミナーを開催いたします。 

近時、携帯電話を含む通信業界を巡っては、料金の値下げや通信市場の適正化に向けた政策が矢

継ぎ早に打ち出されています。例えば、令和元年電気通信事業法改正により、通信料金と端末代金

の完全分離や、行き過ぎた期間拘束の是正等が制度化されたことを皮切りに、「頭金」をはじめとする

広告表示の是正、既往契約の早期解消、販売代理店の枠組みの見直し、固定通信と携帯電話のセッ

ト割引の検証、接続料や卸料金の更なる値下げ、電波の再割当て制度の検討等、様々な施策が進め

られています。 

他方で、上記のような規制強化のみならず、総務省は、全国・ローカル5Gの推進や次世代通信規格

であるBeyond 5G（6G）の実現に向けた未来志向の検討も積極的に進めています。5G・6G時代におい

ては、従来のBtoCやBtoBのビジネスモデルではなく、BtoBtoXモデルへの転換が始まっており、通信

事業者と他産業分野（モビリティ、医療、製造、建設、スポーツ、エンタメ、観光、農林水産、防災、防犯

等）の事業者が連携することで、いかに新産業を共創するかが重要となっています。したがって、伝統

的な通信事業者のみならず、5G・6Gビジネスを検討する全ての事業者において、通信関連の規制を

理解し、適切な法務対策を講じることが急務になっています。 

本セミナーでは、総務省出向経験がある講師が、電気通信事業法や電波法といった難解な通信関連

法令を基礎から解きほぐすとともに、通信料金値下げや5G・6Gに関わる最新政策動向や国際潮流を

分かりやすく解説いたします。 

ご多忙中とは存じますが、皆様のご参加を心よりお待ち申し上げます。 
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【概要】 

 

【第1部】 

I. 通信分野における法務対策の重要性 

II. 通信関連法令の基礎知識 

1.  電気通信事業法 

2.  電波法 

3.  その他 

 

【第2部】 

III. 通信料金値下げ政策の行方  

・通信料金値下げ政策を巡る一連の制度改正と今後の見通しを網羅的に解説 

 

【第3部】 

IV. 5G・6Gの未来 

・5G・6Gの実用化に向けた近時の取り組みを概観するとともに、5G・6Gビジネスを実現する上で

の法的課題とその実務対応を考察 

V. おわりに 

 

【講師紹介】 

 

山郷 琢也 

TMI 総合法律事務所パートナー弁護士。2007 年慶応義塾大学法学部卒業。08 年弁護士登録。19 年

ニューヨーク州弁護士登録。10 年 11 月から 14 年 1 月まで、総務省総合通信基盤局へ出向し、通信

関連法令の企画・立案、立法化に従事。18 年米国カリフォルニア大学ロサンゼルス校（UCLA）ロース

クール卒業（LL.M., Specialization in Media, Entertainment and Technology Law and Policy）。18年 9月

から 19 年 6 月まで、モルガン・ルイス&バッキアス LLP ワシントン DC オフィスのテレコミュニケーショ

ン・プラクティスグループにて研修。19年 7月から TMI総合法律事務所に復帰。 

電気通信事業法、電波法をはじめとした通信分野を専門としているほか、個人情報保護法を含む IT・

データ関連法、知的財産法、インターネットビジネス、エンタテインメントビジネス、スポーツビジネス、

一般企業法務等幅広い分野を取り扱っている。 

 

講師による近時の記事・著書・セミナー 

 2021年 9月 記事「【スマートシティ連載企画】第 7回 ドローンの活用のために（前編）」 

 2021年 8月 記事「電気通信分野における公正競争確保の課題と展望（前編）」 

 2021年 6月 セミナー「令和 2年改正電気通信事業法及び通信の秘密の保護を巡る最新方務 

実務」（金融ファクシミリ新聞社） 

 2021年 4月 共著『Telecoms and Media 2021』（LEXOLOGY） 

 2021年 4月 記事「【スマートシティ連載企画】第 5回 スマートシティ×ローカル 5Gの最前線（後編）」 

 2021年 3月 記事「【スマートシティ連載企画】第 2回 スマートシティ×ローカル 5Gの最前線（前編）」 

 2020年 11月 セミナー「5Gビジネスを巡る最新法務実務」（経営調査研究会） 

 2020年 10月 記事「携帯電話市場の競争環境に関する近時の政策動向 ～菅新内閣による携帯 

電話事業者に対する規制強化の可能性を踏まえて～」 

 2020年 2月 記事「使用・開示範囲に関する十分な合意形成を 『限定提供データ』の侵害対応  

をめぐる最新実務」（ビジネス法務） 

 2019年 11月 記事「ネットワーク中立性を巡る日米の最新動向」 

 

 

 

  

https://www.tmi.gr.jp/eyes/blog/2021/12833.html
https://www.tmi.gr.jp/eyes/crosstalk/2021/12774.html
https://www.tmi.gr.jp/eyes/blog/2021/12488.html
https://www.tmi.gr.jp/eyes/blog/2021/12420.html
https://www.tmi.gr.jp/eyes/newsletter/2020/11980.html
https://www.tmi.gr.jp/eyes/newsletter/2020/11980.html
https://www.tmi.gr.jp/eyes/newsletter/2019/5722.html
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【申込方法】 

以下の、本セミナー専用申込ページより、お申し込みをお願いいたします。 
 

申込期間                ： 2021年 10月 6日（水）10：00～同年 10月 12日（火）17：00 

本セミナー専用申込ページ ： https://tmi.smktg.jp/public/seminar/view/7288 

 
 

※配信中の質疑応答はお受け付けできませんので、何卒ご了承ください。 

※本セミナーの録音・録画はご遠慮ください。 

※恐れ入りますが、企業内弁護士・弁理士を除く弁護士・弁理士の方の参加はご遠慮ください。 

※恐れ入りますが、法律事務所から企業に出向されている弁護士・弁理士の方の参加はご遠慮ください。 

※ご登録いただいた情報から所属先の確認ができない方など、当事務所が適切ではないと判断した

際には、個別にご連絡することなくご視聴をお断りする場合がございますので予めご了承ください。 

 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

TMI総合法律事務所 

担当：湯本 

電話：03-6438-5511（代表） 

e-mail：5g_seminar2021@tmi.gr.jp 

 

 

https://tmi.smktg.jp/public/seminar/view/7288

